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ト・ユニオン（community development credit 
union），同ローン基金（community development 
loan fund），同ベンチャー・キャピタル基
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組織名 設立年 融資対象 出資金 融資累計 融資残高
備考
（融資制度） （出資金以外の融資原資）








うNPO，W. Co（※1）等 127,440 477,765 82,656
金利：1.8～5％上限：
1,000万円最長5年 ―

































る事業 3,480 0 0
金利：0～3.0％上限：
300万円最長5年 ―





















計 541,950 2,106,133 285,378
2010年3月末現在 539,308 2,167,012 201,676
（※1） W. coとは，「ワーカーズコレクティブ」（雇う―雇われるという関係ではなく，働く者同士が共同で出資して，それぞれが事業主と
して対等に働き，地域に必要な「もの」や「サービス」を市民事業として事業化する協同組合）を指す。
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ら審査を行うとともに，ファイナンス申込者と
は必要に応じて何度も面談して，資金使途など
についてチェックを行う。さらにファイナンス
実行後も，ウェブサイトやニュースレターを通
してファイナンス先を公開するなど，『顔の見
える』関係づくりを心がけている（NPOバン
ク連絡会ホームページ）。
　こうした融資への取り組み姿勢は，資金提供
者や融資先との信頼関係が融資の実行に大きな
影響を与えるという点で，ヨーロッパのソー
シャル・バンクとよく似た側面を持っていると
言えよう。
　しかし，以下の2点については，ソーシャ
ル・バンクと大きく異なるところである。
　第1点は，「バンク」という名称が用いられ
ているものの，銀行法によって設立認可された
銀行と違い，貸金業法上の「貸金業者」に分類
されるため，預金という形で資金を吸収でき
ないことである。このため，趣旨に賛同する
人々等が組合員となり，1口数万円程度の単位
の出資者となって資金を提供し，それを原資に
NPOバンクは資金を貸出すという形をとるこ
とになる。
　このため，出資者にはソーシャル・バンク等
の銀行預金と違い，元本保証がないというリス
クがあり，また，預金と違い，出資者が出資金
を引き出そうとしても，自由に引き出せないと
いう不自由さがある。また，融資対象は組合員
に限定されており，金額も出資額の一定倍（一
般的に10～20倍）までに制限されるところも
違う点である。
　第2点は，融資活動にとどまらず，融資先に
対しては，いわゆる「ハンズオン」型の支援を
合わせて行っていることである。ハンズオン
とは，ベンチャーキャピタルが，ベンチャー
企業の経営に深く関与して，二人三脚で会社の
成長を図る手法のことを言い，ヨーロッパの
ソーシャル・バンクでもみられないわけではな
い。しかし，日本ではNPOが活動を開始する
ための基盤や情報が十分に整っていないことか
ら，NPOバンクが中心となって，NPOバンク
のネットワークを通じて，事業活動のノウハウ
の提供，取引先や営業先の紹介などによって，
NPOを支援していく，そうした傾向が非常に
強いところが，ソーシャル・バンクと違うとこ
ろである。
　融資の対象とする事業分野は，各バンクの設
立目的によってそれぞれ異なっているが，環境
関連事業や福祉事業などを中心に地域の課題
に対応したNPOに融資が行われているケース
が多い。また近年は，自治体と地域のNPOと
の交流が深まる中で，NPOバンクの必要性を
認識するようになった自治体の支援を受けて
NPOバンクを設置するケースも出てきている。
　このNPOバンクは，創業融資，事業展開時
の融資など，様々な資金需要に応えているが，
特に事業が軌道に乗る前の創業時資金について
は，信用金庫や労働金庫などの既存の金融機関
からは融資を受けにくいことから，NPOバン
クがこれらの資金需要の担い手として存在感を
高めている。
　融資限度額は資金の使途や融資期間などによ
り異なるが，1,000万円以下の小口の融資が多
い。また，担保は不要とするケースも多いが，
原則複数の連帯保証人を求めるところが多い。
　なお，出資金については年1回の出資金の払
い戻しを認めている場合が多い。また，出資金
に係る配当については規約上は支払うことがで
きるようにはなっているものの，実際には配当
をしていないところが多いようである。
　以下では名古屋に拠点を置き，主に東海3県
下活動を繰り広げているコミュニティ・ユー
ソーシャルファイナンスの現状
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ス・バンクmomo（モモ）の事例から，NPO
バンクの具体的な活動をみることにする。
（2）　コミュニティ・ユース・バンクmomo
（モモ）の事例
1）設立にあたっての問題意識
　コミュニティ・ユース・バンクmomo（以
下momo）は，2005年に名古屋市中区に東海
地区初の「市民による市民のための金融システ
ム」として設立されたNPOバンクである。こ
のmomoという言葉は，後述のように，ドイツ
の作家ミヒャエル＝エンデの小説『モモ』に由
来している。
　一般に金融の世界では，地域には大きな資金
需要がないため，地域で集められた資金は中央
に集中され，大口の資金需要に応えるという効
率性重視の資金の運用がなされている。その結
果，資金の供給源となった地域では，中小企業
や地域生活のニーズから生まれた環境や福祉な
どの分野に関する事業の資金需要に対して資金
がなかなか回ってこなくなるため，地域の自立
する力とチャンスを奪ってしまっている。
　自分たちの住むまちや村を子や孫の世代まで
安心して暮らせるような地域にするためには，
食料やエネルギー，商品や流通，また人材や働
く場を地域で生み出し，自分たちの手で資源の
地域循環を作ろうとする事業が始まっていて，
それに関する子育てや介護，環境保全や自然エ
ネルギーなど，様々な分野でNPOやコミュニ
ティビジネスが活躍を始めているが，財政基盤
が弱い，活動期間が短い，前例がないなどの理
由で，これらの活動の資金調達には困難を伴
う。momoの設立者・代表理事の木村氏は，地
域に住む自分たちの資金を集め，それを少しで
も地域に住む自分たちの暮らしに生かせる形で
循環させたい，という想いでコミュニティ・ユー
ス・バンクmomoを立ち上げたということであ
る。
　木村氏は地域に住む人々が暮らしの現場の実
感をもって，必要なところに必要なだけのお金
を使うことを「お金の地産地消」と表現するが，
これは，自分たちの暮らす地域の未来を主体と
なって考え続けながらお金の使い道を決めるこ
とであり，それは，自分たちの手に自分たちの
生活を取り戻すということだと考え，ミヒャエ
ル＝エンデの『モモ』の物語の中で，モモが灰
色の男たちから時間（＝本当の意味で豊かな生
活）を取り返したこととイメージを重ね合わ
せ，本当に大切なものを見抜く感受性や闘うた
めの想像力を，自分たちの手に取り戻したいと
願って，NPOバンクの名称に主人公momoの
名を借りたということである。
2）融資の特徴
　融資の対象となる事業は，その設立の目的通
り，「豊かな未来を実感できる地域社会をつく
る事業」と指定しているほか，具体的なファ
イナンスの条件としては融資の限度額は1件原
則300万円で，出資金の10倍以内までとされ
ている。また，ファイナンス金利は年率2.0～
2.5％，ファイナンス期間は最長3年である。
物的な担保は不要であるが，ファイナンス先が
個人でも法人でも，個人の連帯保証を2人以上
付け，うち1人は代表者が保証人となるといっ
たルールがある。その他の条件等は（表6）に
示すとおりである。
　2010年度のmomoの事業報告をみると，
2010年度末の正会員（出資者のこと）は個人
434人，団体22団体で，出資総額は4,734万円
である。一方，融資面については，2010年度
の融資先は14件で，融資総額は2,746万円，
1件当りの融資金額は50万円から800万円と
なっている。なお年度内の返済もあるため，決
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算日における長期貸付金残高は約1,000万円で
ある。
3）融資業務以外の活動
　momoでは，設立の趣旨に「これからこの地
域で暮らす若者たちの『子や孫がこのまちで
ずっと暮らしていけるように』という想いがこ
められています」と記しているように，地域の
自律的な持続可能性の維持を活動方針に掲げて
いる。また，「お金の地産地消」というキャッ
チコピーのとおり，地域の資金の提供者と地域
のファイナンス先とを結びつける「顔が見える」
関係の構築を目指している。
　こうした目標を実現するために，正会員に対
する資金的な支援のほか，正会員に対して，①
メディア機能，②場づくり機能という2つの機
能を発揮して，融資をした後にも“非資金的な
支援”に取り組んでいる。メディア機能とは，
会員メーリングリストやニュースレター等によ
る内部者（出資者など）向けの情報発信や，プ
レスリリースや取材対応などの外部者向けの情
報発信を通して各融資先をサポートしているこ
とを指している。また，場づくり機能として
は，「収穫祭」や「ソーシャルファイナンス研
究会」の立ち上げがある。ここに出資者と融資
先が集い，対話の場を作って，情報交換するこ
とによって，新しい関係性を育む場を作ること
（表6）コミュニティ・ユース・バンクmomoの融資の条件
対象事業 豊かな未来を実感できる地域社会をつくる事業
審査方法 必要書類の提出，面談・訪問調査を踏まえて融資審査委員会にて審議，理事会で決定
審査の
ポイント
地域性（地域の問題を解決する事業）
市民性（市民参加を促進する事業）
独自性（他に先駆けて挑戦する事業）
継続性（融資実行後も継続する事業）
成長性（人や組織が成長する事業）
発展性（他のモデルとなる事業）
浸透性（人びとの暮らしに浸透する事業）
融資対象
個人，任意団体，NPO法人，社団法人，財団法人，有限会社，株式会社，生活協同組合
など，法人形態は問わず
※融資は正会員（出資者）のみに実行。正会員となるのは，融資決定後でも可能
連帯保証 個人の連帯保証を2名以上，うち1名は代表者
対象地域 東海3県（愛知・岐阜・三重）
資金使途
起業資金，設備資金，運転資金など
※ つなぎ融資（補助金などが交付されるまでの資金のつなぎ）は常時募集。融資額は出
資額の40倍まで
返済期間 最長3年，毎月返済
融資金額 1件最大500万円。融資額は原則，出資額の10倍まで
貸出金利 年2.5％（つなぎ融資の場合は2.0％）の固定
審査手数料 面談時に審査手数料5,000円，　訪問調査時に審査手数料・交通費5,000円
その他 融資した事業はmomoホームページやニューズレター「momo通信」で紹介事業内容とともに返済状況も掲載
ソーシャルファイナンスの現状
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を目指している。
（3）　金融機関のNPOなどへの取り組みとそ
の背景
1）金融機関の取り組みの概要
　momoのようなNPOバンクの活動が広まる
中で，従来NPOへの融資には消極的であった
金融機関の中にもNPOやコミュニティビジネ
スに対しての融資や，助成（寄付等），マネジ
メント支援等を行うものが出てきている。
　融資については，労働金庫や信用金庫，信用
組合，一部の地銀などでNPOに対して融資を
行うケースが出てきている。また，助成につ
いては，労金や信金がNPO等に寄付を行う例
や，地銀の一部では預金と寄付を関係付ける仕
組みを設ける例 3）などがある。また，一部の金
融機関では融資や助成の取り組みに加えて，人
的支援やノウハウ支援などのマネジメント支援
の取り組みなどを行っている。
　信金でも，職員に対して社会的な活動への参
加を促す制度を設けているところがある。ある
信金では，全役職員があらかじめ自分のできる
活動項目を登録し，営業時間中のボランティア
活動も認め，それぞれの営業店の職員だけでは
不足する場合には他営業店に応援を求めること
まで認めている。
　また，NPOの資金調達等に関するセミナー
やフォーラムを実施したり，NPO法人やボラ
ンティア団体を対象とした会計セミナー等を
実施するなどのNPOに対するノウハウ支援を
行っているところもある。
　こうしたマネジメント支援は無償で行われて
いる例も多いが，その背景には，NPOやコミュ
ニティビジネスを育成し，NPOの経営を強化
することによって，融資リスクの低下や将来的
な融資の需要につなげたいという積極的な動機
も金融機関側にはあるとみられる。
　このように，金融機関の取り組み姿勢に変化
が出てきた背景には，まず，NPOやコミュニ
ティビジネスへの支援は，近年企業に求めら
れるようになってきた地域貢献活動，あるいは
CSRの一環として位置づけられるようになっ
たことがある。また，中心市街地の衰退などに
よって，地域の商工業が低迷し，資金需要が趨
勢的に低下している中で，新しい貸出先として
NPOやコミュニティビジネスを注目するよう
になったこともその一因である。
　さらに，金融庁がとりまとめた「地域密着型
金融の機能強化の推進に関するアクションプロ
グラム」（平成17～18年度）では，「地域貢献
に関する情報開示」や「地域再生推進のための
各種施策との連携等」，「担保・保証に過度に
依存しない融資の推進」が地域金融機関に対し
て要請され，これを受けて，このアクションプ
ログラムとしてNPOやコミュニティビジネス
向けの融資，助成，マネジメント支援を位置づ
け，推進している金融機関もある。
　特に労働金庫や信用金庫では，地域貢献活
動が創業の理念と整合的であったことから，
従来，融資以外の面でも多様な取り組みがな
されてきた。労金ではNPOや市民金融への職
員の派遣といった人的支援を行うこともあり，
3） 三重銀行では，地域貢献活動サポート定期
預金「Jマネー定期」を発売したことがある
（現在は終了）。「Jマネー定期」は，三重銀
行が「循環者ファンド（Jファンド）」へ寄
付を行うことによって取得した地域通貨「J
マネー」を，定期の預入額に応じて預金者
にプレゼントする特典をつけた定期預金で，
「Jマネー」を受け取った預金者が，「Jマネー」
を理解し，実際に使用することで「Jマネー」
の普及に役立てることを狙ったものである。
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momoの場合，2011年度には東海労金の常務
理事がmomoの4人の顧問のうちの1人として
融資審査委員会に出席し，融資実施の可否の検
討に加わっている。
（4）　自治体のNPO・コミュニティビジネスを
対象とした支援
　近年になり，都道府県や市町村等の自治体
も，NPOや民間企業などと協働して公共事業
や公的サービスを提供しようとする動きが出て
きている。また，それに伴い，NPOに対する
資金的な支援も様々な方法で行われている。
　この自治体の取り組みは，①NPOやコミュ
ニティビジネスに対する融資や助成，あるいは
サービスの委託，マネジメント支援を行うケー
スと，②地域における施設整備事業や環境整備
事業のためにミニ公募債による資金調達を行う
という2つのケースがある。
1） 自治体のコミュニティビジネスに対する支
援
　前述のように，NPOの活動やコミュニティ
ビジネスは，自治体においてその位置づけが高
まってきたが，それとともに，自治体とNPO
との協働やパートナーシップの確立が模索され
るようになった。
　その取り組みを分類すると，①融資，②助
成，③公共サービスの委託，④資金調達支援や
経営支援等のマネジメント支援などがある。
2）各取り組みの概要
①　融資
　現在多くの自治体においてNPO等に対する
融資が行われている。融資はNPO法人を対象
に行われるケースが多いが，一部には任意団体
も含めたり，中小企業等も含めた制度を用意し
ている自治体もある。また，資金の使途は運転
資金だけでなく，開業資金も可能とするところ
が多い。
②　助成
　補助金の交付等による助成という形でも多く
の自治体がNPO等を支援している。このよう
な補助金等はNPOやボランティア団体にとっ
て非常に重要な収入源になっている。
③　公共サービスの委託
　融資や助成という金銭的支援ではなく，公共
サービスの委託という形で自治体がNPOやコ
ミュニティビジネスを支援するケースも多い。
momoの場合，11年度は「とよた中山間じお
こし隊」における各種研修プログラムの企画・
運営を行ったり，「美まし国おこし・三重」プ
ロジェクトの11年度のファシリテーション研
修を担当している。
④　NPO等のマネジメント支援
　セミナーの開催などによって，NPOの経営
や法人化に関する助言，情報提供などの形での
支援も行っている。
　また，こうしたセミナーのほか，NPO同士
の情報交換会，NPO行政・企業との協働につ
いての研究会などに取り組むケースもある。
6．ソーシャルファイナンスの課題
　これまでみてきたように，ソーシャルファイ
ナンスという言葉に含まれるファイナンスの内
容には多種多様なものが含まれており，その課
題や解決策を一言で論ずることはできない。そ
こで，本論では，これまで取り上げてきた順に
気付いた事柄について，ポイントを指摘するに
とどめることにしたい。
（1）　ソーシャルバンクの課題
　前述のように，トリオドス銀行はオランダ国
外にも進出するなど，順調に業容を拡大してき
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たが，この結果として，当初の理念が薄れ，一
般の金融機関的な色彩が出てきたという指摘が
ある。すなわち，同行の顧客の中には，必ずし
も環境問題などに意識の高いとは言えない人が
増えてきているということである。また，急激
に預金が増えたために，社会的なビジネス等，
融資理念に合致する融資先を見つけるのが追い
つかないという課題も生じているようである。
　また，トリオドス銀行は，オランダの公的支
援制度を上手く利用して業容を拡大してきた
が，GFSは条件さえ整えば，ほとんどの銀行
が利用できる制度であり，事実GFSの利用額
の50％以上をオランダ最大のラボ・バンクグ
ループが利用している。
　税制優遇という措置が，環境プロジェクトに
対してとられていることは，一般の金融機関に
とっても環境分野へ参入する動機付けとなるの
で，この分野における競合という問題も今後顕
在化するものと思われる。
　トリオドス銀行の一般金融機関化が進む中
で，今後もいかに理念の実践を実現していくか
が課題になる。
（2）　マイクロファイナンスの課題
　ムハマド・ユヌス氏のグラミン銀行の手法は
世界各地に広まり，ユヌス氏はノーベル賞を受
賞するほど世界に認められることになったが，
本人は2011年3月，バングラデシュ銀行（中
央銀行）からグラミン銀行の総裁職解任の通告
を受けることになった。その背景には，2007
年にユヌス氏が自前の政党の立ち上げを試みた
こと，およびその後も現政権の汚職や失政を指
摘し，批判を続けてきたことに対する報復措置
であるという見方が強い。
　当時，本件は中央銀行の民間銀行に対する人
事介入として，批判的な意見が強く，また，バ
ングラデシュの格付けにおいては，ネガティブ
な要素と評価される可能性もあった。確かにバ
ングラデシュ銀行は，グラミン銀行の5％の株
式を保有しており，形式的にはユヌス氏の後任
人事にも口出しをすることができる立場であろ
うが，そのようなことをすれば，グラミン銀行
の経営理念の継承はいよいよ難しくなると思わ
れる。
　マイクロファイナンスは，米国などの先進国
でも立ち上がっているとはいえ，総じて，発展
途上国での活用が期待される手法である。そし
て途上国ほど，すべてのプロジェクトが時の
権力者の意向に左右されがちである。マイク
ロファイナンスも例外ではなく，場合によって
は，都合良く政権の宣伝材料として利用されか
ねない。いかに時の権力から独立して本来の目
的を実現していくかが課題になる。
（3）　コミュニティ開発金融機関の課題
　4章では詳しく触れられなかったが，米国で
はコミュニティ開発などの非営利セクターの事
業に対して，個人の寄付金が大きな役割を果た
している。これは，もともと米国が個人による
寄付活動の活発な国であったことに加え，こう
した個人の寄付に対する税制優遇措置が充実し
ていること，さらに寄付活動を支える支援組織
が発達していることなどが背景にある。
　しかし，サブプライム危機以降の景気停滞局
面では，寄付金の流入が先細りになってしまっ
た。これが地域開発プロジェクトの縮小を呼
び，これを通じて結果的にショアバンクの破綻
の一因になったとも言えよう。
　コミュニティ開発金融機関の中で，比較的規
模の大きな地域開発銀行の場合，免許形態や設
立根拠法は一般の銀行と基本的には変わらず，
コミュニティ開発分野でも他の分野と同水準の
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収益性をあげることが求められるため，連邦や
州政府の補助金や保証制度をフル活用すること
で事業の収益性を高め，リスクを下げようとし
てきた。今回の経験は，一層の財務体質の強化
を図る必要があることが明らかになったと言え
よう。
（4）　NPOバンク事業の課題
　最後に，海外のソーシャルバンクの抱える問
題も参考にしながら，わが国のNPOバンクの
課題と対応策について考えてみることにする。
1）審査能力とフォローアップの強化
　NPOバンクが通常の銀行がリスクがあると
して手を引くような案件を手がけることが活
動の目的だと言っても，融資先の破綻が続く
ようであっては，NPOバンクの活動自体が長
続きしない。こうした事態を避けるためには，
NPOバンク自身の審査能力の強化と融資後の
フォローアップが不可欠である。
　地域密着型金融に取り組む地域金融機関も同
じように，得意先担当者の目利き力，審査力の
向上に取り組んでいる中，こうした目利き力が
充実してもなお金融機関が手を出さないような
案件が支援の対象になってくることになれば，
金融機関以上に目利き力を高め，融資を申し込
んできた団体の可能性を発見しなければならな
い。特に，今後，NPO活動がさらに普及する
につれ，審査する対象は一層広まることが予想
され，そうした状況に対応するためには，目
利き力向上に向けての努力とともに，審査にあ
たっては，従来参加していた市民事業やNPO
活動を実践している人，独自の専門分野やネッ
トワークを持つ人，金融専門家，出資者などに
加えて，NPO等の事業に知見のある専門家な
ども加えて，多角的な視点から審査することが
必要になってこよう。
　また，金融機関でも行われていることである
が，融資した後も事業の進行状況をフォローし，
必要に応じて助言するなどきめ細かな対応をし
ていくことが望まれる。
2）出資者と融資先のミスマッチへの対応
　NPOバンクについては，①出資者は集まっ
たが融資先が見つからない，②融資先は多い
が，出資者が集まらないため資金ニーズに対応
できない，といったミスマッチが生じがちであ
る。
　融資先が見つからない理由としては，NPO
に資金ニーズがあっても，NPOバンクの存在
を知らない場合とか，融資を受けて事業を立ち
上げても，その後の事業収入で，融資を返済で
きる見込みが立たないために申し込みをあきら
めているNPOが少なくないことなどが指摘さ
れている。こうした状況に対処するためには，
NPOサポートセンターや自治体などと連携し
ながら，資金需要のあるNPOと接する機会を
増やし，資金ニーズを把握したり，NPO等の
事業運営能力を高めるような支援をしていくこ
とが必要である。
　また，NPOバンクを設立したものの，市民
に対する情報提供が不十分なため，幅広い出資
が得られず，資金ニーズに対応できないという
ケースについては，NPOバンクだけでなく，
NPOや自治体なども，積極的にNPOバンクの
存在・活動について市民やNPOに対して情報
提供にしていくよう働きかけることが必要であ
る。
おわりに
　ソーシャルファイナンスに対する資金需要は
根強いものがあり，世界各地で業容が拡大して
いる。しかし，ソーシャルファイナンスを扱う
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機関が業容の拡大を続けると，やがて，設立当
初の理念からの乖離や既存銀行とのバッティ
ングなどの問題を生み出すことになりがちであ
る。組織というものは，年とともに変化するも
のであり，理念が変化していくことについては
とりたてて非難することでもないが，結果的に
一般の銀行と同質化してくることは避けられな
い。しかし，長い歴史を持つ銀行と対等に競争
を続けていくことは難しいと思われ，ほどほど
にとどめることが無難であろう。
　特にわが国のNPOバンクは銀行法上の銀行
ではなく，扱いとしては出資法や金融商品取引
法適用除外の貸金業者とされていることから，
預金という形での資金調達ができず，会費，寄
付収入，助成・受託などで資金を手当てしなけ
ればならない。このため，自ずから活動規模が
制約されることになる。momoの木村氏は，「貸
出規模は5千万円くらいが限度でそれ以上の拡
大は考えていない。三重，岐阜にNPOバンク
が立ち上がれば，独り立ちできるようになるま
で，アドバイスなどの形で支援していきたい」
と話しており，ヨーロッパのソーシャルバンク
のような巨大化は考えていないようである。
　しかし，NPO活動は今後も広がっていくこ
とは確実であろう。一方で自治体からの助成
は，財政難の折，そんなに期待することはでき
ない。フィランソロピーという言葉を耳にしな
くなって久しく，企業にも多くを期待すること
はできない。こうした中では，NPOバンクの
存在感はますます高まると思われるが，需要に
応じて次々に新たなNPOバンクが設立されて
いくためには，現在の金融商品取引法適用除外
というような曖昧な位置づけではなく，たとえ
ば，日本版CDFIのような組織として認可する
ことが必要になると思われる。
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